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―曹洞宗宗勢総合調査 2015 年に基づいて 
 








する寺院（過疎地寺院）であり、第 6 回「曹洞宗宗勢総合調査」（2015 年実施）の数量データ・質
的データに基づき、実態を分析した。 




は拮抗しているが、2005 年から 2015 年までに非過疎地寺院では檀徒増、過疎地寺院では檀徒減と
なっており、地域社会の人口・世帯動態に左右される檀徒数は、今後目立った形で差異が生じてく
るものと考えられる。寺院の法人収入については、過疎地寺院では「低収入寺院」が非過疎地寺院
より 10 ポイント以上高い 7 割弱を占めたが、「高収入寺院」も 1 割強存在し、過疎地寺院間にも
格差がある。 
 こうしたなか、寺院後継者不在に起因して他寺院の住職が寺院を兼務するケースは、過疎地寺院





































































































 そこで、本稿においては、別稿で論じた問題関心に基づき、2015 年 6 月に実施された本調査の数
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量データおよび質的データを題材として、過疎地域における曹洞宗寺院の実態を報告することとする（3）。






























国平均の 2 倍以上の値を示し、前回の調査から 10.5 ポイントの増となった。 
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北海道 北海道 458 321 70.1 10.5
青森県 166 60 36.1 10.0
岩手県 294 180 61.2 24.2
宮城県 450 159 35.3 -0.6
秋田県 333 270 81.1 11.0
山形県 703 391 55.6 26.1
福島県 452 170 37.6 13.6
茨城県 186 8 4.3 -0.5
栃木県 177 12 6.8 -2.0
群馬県 332 59 17.8 5.6
埼玉県 512 7 1.4 -8.9
千葉県 306 37 12.1 6.9
東京都 340 13 3.8 1.0
神奈川県 353 0 0.0 0.0
山梨県 487 114 23.4 4.1
長野県 528 143 27.1 10.2
新潟県 732 257 35.1 -1.0
富山県 210 12 5.7 0.7
石川県 127 50 39.4 5.8
福井県 274 25 9.1 -2.4
岐阜県 239 41 17.2 0.4
静岡県 1113 66 5.9 0.4
愛知県 1128 65 5.8 0.4
三重県 411 145 35.3 6.5
滋賀県 191 39 20.4 11.6
京都府 354 174 49.2 21.7
大阪府 129 0 0.0 0.0
兵庫県 396 36 9.1 1.2
奈良県 70 43 61.4 -1.1
和歌山県 62 45 72.6 12.9
鳥取県 195 71 36.4 18.9
島根県 307 203 66.1 4.3
岡山県 140 118 84.3 5.0
広島県 176 91 51.7 6.6
山口県 261 90 34.5 -0.5
徳島県 19 14 73.7 5.7
香川県 4 0 0.0 0.0
愛媛県 167 125 74.9 9.2
高知県 21 16 76.2 -5.1
福岡県 158 34 21.5 9.6
佐賀県 225 64 28.4 9.7
長崎県 121 85 70.2 3.8
熊本県 88 51 58.0 14.1
大分県 174 147 84.5 7.1
宮崎県 63 27 42.9 2.6
鹿児島県・
沖縄県 13 5 38.5 2.1
13,645 4,083 ----- -----
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の調査と比較してみても非過疎地域に多くの寺院が立地している。 




 近畿では 2 府 4 県のうち、京都府、奈良県、和歌山県が過疎地寺院の全国平均を超える。もっとも
過疎地寺院の割合が高いのは和歌山県の 72.6%で、以下、奈良県の 61.4%、京都府の 49.2%の順とな
る。前回の調査との比較では、奈良県を除きいずれも 10 ポイント以上の増である。とりわけ、京都






 中国の全県は過疎地寺院割合が全国平均を超えている。このなかでも、とくに岡山県では 8 割強
（84.3%）、島根県や広島県では 5 割以上が過疎地寺院となっており、過疎化の著しい地域に立地する
寺院が半数以上を占める現状が浮き彫りになる。 
 四国では、香川県を除く 3 県で過疎地寺院割合が全国平均を超える。3 県いずれも 7 割以上の割合
を示しており、中国の島根県、岡山県、広島県の 3 県と同様の指摘を繰り返すことができる。 
 九州・沖縄で過疎地寺院割合が全国平均を超えるのは、7 県（鹿児島県・沖縄県は一つの県とみなす）
のうち 5 県である。なかでもとくに過疎地寺院割合が高いのは大分県の 84.5%で、全国の都道府県の
なかでもっとも高い割合を示す。これに次ぐのが長崎県の 70.2%で、いずれも全国平均の 2 倍以上の
割合となっている。これに対し、福岡県や佐賀県は全国平均を下回るものの、前回の調査からいずれ









は、2005 年から 2015 年の 10 年間において、一部の例外を除き、寺院数はおおむね維持されている。
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過疎化の著しい地域であっても、昭和一桁世代（おもに 2015 年時点で 80 歳代前半）や、いわゆる「団
塊の世代」（2015 年時点で 60 歳代後半）の人びとが残り（山下 2012）、寺檀関係を継承してきたからだ
ろう。一方、こうした地域に比べれば、過疎地寺院の割合が相対的に低くなっている甲信越、東海、
近畿では、各府県の多くで全国平均の 2.3 ヶ寺減を上回る結果となった。例えば、甲信越の新潟県で





































北海道 北海道 0.1 7.6 -12.2 -4.8
青森県 -7.0 1.9 -10.4 -0.6
岩手県 -4.3 5.7 -10.1 0.2
宮城県 0.5 11.3 -9.5 2.5
秋田県 -6.1 2.9 -10.7 -0.7
山形県 -5.2 3.9 -12.3 -2.1
福島県 -6.4 6.6 -13.9 -1.2
茨城県 -2.2 9.3 -12.9 -2.2
栃木県 3.7 13.6 -13.0 -3.2
群馬県 0.8 10.1 -0.8 8.2
埼玉県 5.9 16.0 -17.7 -5.1
千葉県 3.7 14.2 -14.0 -3.3
東京都 7.7 17.1 -15.1 -6.8
神奈川県 3.8 12.1 ----- -----
山梨県 -4.6 4.3 -3.0 6.8
長野県 -2.1 6.0 -1.6 6.4
新潟県 -3.7 6.0 -3.5 5.1
富山県 -3.3 6.4 -2.4 7.1
石川県 -0.6 7.6 -14.3 -5.7
福井県 -4.0 4.8 -2.2 7.2
岐阜県 -3.3 6.3 -8.9 0.6
静岡県 0.3 8.7 -1.4 7.6
愛知県 7.2 16.4 0.6 10.1
三重県 -2.1 8.0 -9.4 -2.4
滋賀県 7.2 17.3 23.1 32.2
京都府 -0.9 8.9 -1.2 9.0
大阪府 0.7 9.7 ----- -----
兵庫県 -0.3 9.3 -11.0 -1.2
奈良県 -4.3 5.4 -21.6 -10.9
和歌山県 -2.9 6.0 -11.8 -4.4
鳥取県 -4.2 5.2 -7.4 2.5
島根県 10.3 19.4 -0.8 7.4
岡山県 0.9 9.3 -10.1 -2.7
広島県 0.2 8.4 -8.5 -0.6
山口県 -4.3 3.4 -5.2 2.6
徳島県 -4.5 4.7 -15.8 -7.6
香川県 0.9 11.3 ----- -----
愛媛県 -2.9 4.3 -6.1 1.4
高知県 -0.6 5.9 -12.6 -5.3
福岡県 7.5 16.9 -3.6 5.3
佐賀県 1.6 10.4 2.0 10.4
長崎県 -3.0 5.2 -7.8 0.9
熊本県 4.1 12.5 -13.4 -4.9
大分県 1.3 9.3 -1.6 6.9
宮崎県 2.7 10.3 -8.1 -1.0




















































非過疎地寺院における 1 ヶ寺あたりの平均檀徒数は 146.3 戸（標準偏差 223.6 戸）であるのに対し、過
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の結果によれば、檀徒数「0～150 戸」の寺院の 79.5％（基数：8,444 ヶ寺）が「低収入寺院（専業（10）
不可能）」（法人収入 0 円～500 万円）、「151～250 戸」の 44.3％（基数：1,798 ヶ寺）が「中収入寺院（専
業が難しい）」（法人収入 500 万 1 円～1,000 万円）、「251 戸以上」の 65.5％（基数：2,043 ヶ寺）が「高収
入寺院（専業可能）」（法人収入 1,000 万 1 円以上）であり、おおよそ檀徒数 251 戸以上が専業可能な寺院
とみなせる（11）。 
 これを踏まえ、非過疎地寺院と過疎地寺院の檀徒数（実数記入形式）を便宜的に 4 区分し、前回の調
査の結果と比較すると図 1 の通りとなる。 
 
 図 1 によると、檀徒「0 戸」は非過疎地寺院、過疎地寺院ともに、前回の調査から割合が高くなっ
たが、本調査では非過疎地寺院が過疎地寺院よりも 2 倍以上高い割合を示した（11.4%）。非過疎地寺
院では、前回の調査の檀徒「1～150 戸」は 62.4％、檀徒 150 戸以下は合算して 70.5%だった。本調
査では、檀徒 150 戸以下は前回の調査からややポイントを落とし 69.2%となった。一方、前回の調査
によれば、過疎地寺院の檀徒 150 戸以下は 69.3%である。これに対し、本調査の檀徒 150 戸以下は
68.2%で、非過疎地寺院と同程度の割合となっている。 
 ここで留意しておきたいのは、寺院ごとの檀徒数の変化である。10 年間における 1 ヶ寺あたりの
檀徒数の平均増減をみると、非過疎地寺院では 2.1 戸の増（標準偏差 23.1 戸）であるのに対し、過疎
地寺院では 3.9 戸の減（標準偏差 16.5 戸）である（基数：非過疎地寺院 8,488 ヶ寺・過疎地寺院 3,647 ヶ寺）。
これを単純に差し引きすれば、10 年で 6.0 戸の差が生じた計算となる。 
図1 過疎区分別にみた檀徒数 基数：非過疎地寺院 9,689 ヶ寺（2005）・8,848 ヶ寺（2015）

































疎地寺院ともに約 8 割を占めた（前者：非過疎地寺院 77.3%・過疎地寺院 78.4%、後者：非過疎地寺院 77.6%・
過疎地寺院 83.0%。基数：非過疎地寺院 5,722 ヶ寺・過疎地寺院 2,779 ヶ寺）。 




 なお、調査時点や調査方法は異なるが、浄土宗が 2012 年に実施した「過疎地域における寺院への
アンケート」をもとに（浄土宗 2014）、浄土宗の過疎地寺院（兼務寺院を除く）における檀徒数を確認す
ると、檀徒数 150 戸以下の寺院は 55.6％である（基数：619 人）。これに対し、曹洞宗の過疎地寺院を




さきに用いた法人収入の 3 区分に基づき、非過疎地寺院と過疎地寺院の法人収入（2014 年度）を前回
の調査とそれぞれ比較したのが図 2 である。 
 





























図2過疎区分別にみた法人収入 基数：非過疎地寺院 9,418 ヶ寺（2005）・8,788 ヶ寺（2015）

























であるのに対し、過疎地寺院は 3.4 ポイントの増であり、この 10 年間で非過疎地寺院にまして兼務
化が進んだ。一方、過疎地寺院の無住は前回の調査から 0.4 ポイント減少であるが、実数としては増














調査年 本務 兼務 代務・特定代務 無住 合計
2005 79.5（8,444） 18.6（1,973） 0.3（36） 1.5（163） 100.0（10,616）
2015 77.0（7,365） 20.7（ ） 0.3（25） （193） 100.0（ ）
2005 73.8（2,536） 22.4（770） 0.6（20） 3.2（110） 100.0（3,436）




















































































非過疎地寺院 90.3（6,450） 1.2（85） 8.5（606） 100.0（7,141）
過疎地寺院 89.3（2,516） 1.3（38） 9.3（263） 100.0（2,817）
表4 寺院継承に対する住職の意識
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施率（何らかの恒例法要を開催）は非過疎地寺院で 92.8％（8,463 ヶ寺）、過疎地寺院で 94.8％（3,638 ヶ
寺）だった（基数：非過疎地寺院 9,124 ヶ寺・過疎地寺院 3,862 ヶ寺）。これをもとに、それぞれの実施状
況を示したのが表6である（非過疎地寺院と過疎地寺院の割合を比較し、割合が高いセルには網掛けを施した。
分類名は酒井 2017 による）。 
 
 表 6 によると、法要の実施割合が僅差となっていたり、開きがあったりする法要も見受けられるが、
13 項目中 8 つの法要とその他の恒例法要は非過疎地寺院よりも過疎地寺院の実施割合が高くなって
％（人）
いる いない 合計
非過疎地寺院 76.9（4,930） 23.1（1,481） 100.0（6,411）








法要名 施食会 盂蘭盆会 春彼岸会 秋彼岸会 釈尊降誕会 涅槃会 成道会 大般若会 修正会 開山忌 両祖忌 達磨忌 その他の恒例法要
6,607 5,725 4,088 3,849 3,805 3,211 2,393 3,261 1,540 1,692 1,122 513 2,622
78.1 67.6 48.3 45.5 45.0 37.9 28.3 38.5 18.2 20.0 13.3 6.1 31.0
2,421 2,591 1,881 1,687 1,597 1,630 1,228 1,680 653 739 489 187 1,157


























































なっています。……（当地で、筆者註）何とか寺院運営がなされる寺院は 2 ヶ寺、後の 4 ヶ寺は檀徒数が激
減し、10～25 軒程の状況で、残りの 1 ヶ寺は、寺院跡のみを残し全檀徒が他宗に離檀いたしました。以上の
ような現状の中、寺院関係者（住職 2 名、兼務住職 5 名）も布教教化に尽力をいたしておりますが、なかな
か思うに任せず難渋いたしております。（東海） 
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信徒）の割合をたずねている。それによると、非過疎地寺院では平均 6.5％（標準偏差 17.1％）、過疎地





































過疎地域における曹洞宗寺院の現状―曹洞宗宗勢総合調査 2015 年に基づいて 
参考文献一覧 






相澤秀生 2017b「はじめに」曹洞宗宗勢総合調査委員会編『曹洞宗宗勢総合調査報告書 2015 年（平成 27）』曹
洞宗宗務庁。 
相澤秀生 2017c「寺院に在籍・居住する人びとの概要」曹洞宗宗勢総合調査委員会編『曹洞宗宗勢総合調査報告
書 2015 年（平成 27）』曹洞宗宗務庁。 
石井研士 1988「教団の行う宗教調査の展開と現状」『宗教年鑑 昭和 62 年版』文化庁。 
小川順敬 2005「寺院の社会学的研究に関する覚え書き」『宗教学論集』24 輯、駒沢宗教学研究会。 
川又俊則 2016「人口減少時代の教団生存戦略」寺田喜朗・塚田穂高・川又俊則・小島伸之編著『近現代日本の
宗教変動―実証的宗教社会学の視座から』ハーベスト社。 
酒井克也 2017「恒例法要・臨時法要」曹洞宗宗勢総合調査委員会編『曹洞宗宗勢総合調査報告書 2015 年（平
成 27）』曹洞宗宗務庁。 
酒井克也・冬月律 2017「自由記述からみえてきたもの」曹洞宗宗勢総合調査委員会編『曹洞宗宗勢総合調査報

















山下祐介 2012『限界集落の真実―過疎の村は消えるのか？』ちくま新書。  
龍谷大学過疎地寺院実態調査センター編 1990「過疎地寺院実態調査報告書」『宗報』301 号、浄土真宗本願寺派。 
 
157




年鑑 昭和 63 年版』（文化庁、1988）、舟橋和夫「仏教寺院の過密・過疎現象―真宗教団における都鄙関係を中
心として」『研究紀要』4 号（京都女子大学宗教・文化研究所、1991）、口羽益生・舟橋和夫「日本人の宗教意
識と社会的実践―特に浄土真宗の門信徒を中心に」『仁愛大学研究紀要』2 号（仁愛大学、2004）、三浦節夫「既
成仏教教団の構造―真宗大谷派の教勢調査に基づいて」『宗教研究』80 巻 3 号（日本宗教学会、2006）があげ
られる。 
（2）櫻井・川又 2016 では、浄土真宗本願寺派、日蓮宗、曹洞宗の宗勢調査に基づく分析が 3 章にわたって収録
されている。浄土真宗本願寺派は那須公昭「信頼は醸成されるか―浄土真宗本願寺派」、日蓮宗は灘上智生・岩
田親靜・池浦英晃・原一彰「宗勢調査に見る現状と課題」、曹洞宗は相澤 2016。 
（3）以下、本稿の執筆にあたり、曹洞宗宗勢総合調査委員会編『曹洞宗檀信徒意識調査報告書 2012 年（平成 2
4）』（曹洞宗宗務庁、2014 年）、『曹洞宗宗勢総合調査報告書 2015 年（平成 27）』（曹洞宗宗務庁、2017）に記
載のないデータについては、曹洞宗宗務庁教化部より、利用の許諾を得た。ここに記して感謝申しあげる。 
（4）ここでいう調査票回収寺院とは、本調査において、調査対象寺院となった 14,099 ヶ寺（本調査に先駆けて
実施された事前調査で回答のあった 434 ヶ寺を除く）のうち、調査票を回収した寺院 13,645 ヶ寺である（回収
率 96.8％）。 
（5）本調査対象寺院 14,533 ヶ寺（本調査に先駆けて実施された事前調査で回答のあった 434 ヶ寺を含む）に占
める過疎地寺院の割合は 30.1%である。 
（6）ここで、他教団の宗勢調査に基づき、各教団の過疎地寺院割合との比較を試みたいが、管見のかぎり 2014
年 4 月 5 日時点の過疎地域自立促進特別措置法によって過疎地寺院割合を算出した教団がないため、それをな

























徒数（戸）を乗法して 1 ヶ寺あたりの檀徒の人数を求めた。その結果、非過疎地寺院の平均檀徒数は 374.7 人
（標準偏差 543.7 人）、過疎地寺院は同様に 400.6 人（標準偏差 565.0 人）だった（基数：非過疎地寺院 8,845




り約 2.4 人存在し、住職の家族でほとんど構成されているのが実態である（相澤 2017c）。こうした実態を仮に、
一般世帯にあてはめてみよう。 





回る金額である法人収入「1,000 万円 1 円以上」の寺院は、一般世帯の年収中央値以上であり、住職の専業に
よって家族の生計を成り立たせることができると判断されることから「高収入寺院」とみなした。一方、法人
収入「500 万円以下」の寺院は、住職を含む家族 1 人あたりの平均年収が約 147.1 万円以下（500 万円を 3.4
人で除法）で、一般世帯の人員 1 人あたりの平均年収約 211 万円を大きく下回り、住職の専業によってのみ家
族の生計を成り立たせるのが不可能であると考えられることから「低収入寺院」とした。この両極に挟まれる
「中収入寺院」は法人収入「500 万 1 円～1,000 万円」で、住職の専業によってのみ家族の生計を成り立たせ
るのが困難な状況にあると判断される。 
なお、浄土真宗本願寺派は『第 9 回 宗勢基本調査報告書』において、寺院の法人収入について、一般世帯の
平均年収を基準として、300 万円未満を「低収入寺院」（専業不可能）、300 万円～600 万円未満を「中収入寺
院」（専業が難しい）、600 万円以上を「高収入寺院」（専業可能）に分類した。その結果によると、低収入寺院
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違は、見出しがたいということを付記しておく。 
（13）曹洞宗における寺族とは、寺族得度式または寺族安名
あんみょう
親授
しんじゅ
式を了じ、寺院に在籍する寺族簿に登録された
ものである。このうち、准
じゅん
教師の補
ぶ
任を受け、寺族代表登録簿に登録されたものを寺族代表（1 寺院につき 1
人かぎり）という。 
（14）仏教教団では、寺院後継者の不足が叫ばれて久しい。土屋・小林 2017 で詳細に論じられている通り、曹洞
宗も多分に漏れないが、同宗で宗勢総合調査が開始されて以来、寺院数はおおむね維持されており、「寺院を受
け継ぐ」という観点では、継承がなされてきたと判断される。この点で、教団全体からみれば後継者不足を論
ずることはできないだろう。にもかからず、後継者不足が声高にいわれる背景には、住職の後継者に対する認
識の存在がある。曹洞宗では、教師資格をもつすべての僧侶が住職となることができるが、実態として住職は
後継となるべき人を実子や自身の徒弟に固定化し、実子や徒弟がいないことを理由に後継者がいないと認識し
ており、そこから後継者が不足しているという認識が広まったと推察されている（土屋・小林 2017）。 
（15）もともとは、お盆に各家庭で精霊棚を設け、僧侶を招いて供養の読経をあげてもらうことを意味したが、
近年では精霊棚が姿を消し、お盆やお彼岸などの機会に仏壇で僧侶に読経してもらうことを指すように意味合
いが変化してきている。 
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